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国民健康保険特別会計 〔健幸福祉部 国保年金課・保健予防課 所管〕 
 

１．概要 
 国民健康保険（国保）は、社会保障制度の基盤である国民皆保険制度の中核として地域医療

の確保と国民の健康増進に大きく関与し、医療保険制度の重要な役割を担っている。 

 しかし、国保の運営に関しては、被保険者の年齢構成が高く医療費水準が高いため、医療

の高度化・長期化による医療費の増大、非正規雇用者や年金受給者の増加に伴う所得水準の

低下など、構造的課題を抱えている。 

このような状況の中、平成 30 年度からは、持続可能な医療保険制度を構築するため、市町

村が運営している国保制度は、県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的

な事業運営の確保等の中心的役割を担っている。なお、被保険者証等の発行、国保税の賦

課・徴収、保健事業などは引き続き、市町村が行う。 

 

 (1) 国保制度の啓発 

① 制度啓発用パンフレットの配布 
② 広報紙や市ホームページ等による制度の周知（資格、給付及び特定健康診査や国保

税に係る記事の掲載） 
③ 被保険者資格の適用適正化事業の実施（国保資格喪失者に対する喪失届出勧奨通知

の送付、社会保険資格喪失者に対する加入案内通知及び国保制度パンフレットの送付） 
 

(2) 国保財政の健全化 

① 頻回・重複受診者への医療に関する臨戸訪問指導による医療費の適正化 
② 診療報酬明細書等（レセプト等）に係る資格点検及び内容点検の推進 
③ 医療費通知による受診内容及び診療費の費用額の確認 

④ 第三者行為（交通事故等）に係る関係機関との連携による求償事務の強化 
⑤ 不当利得者に対する保険給付費に係る返還事務の強化 
⑥ 日曜日の国保税窓口納付やコンビニ納付・スマホ決済による利便性の確保 
⑦ ジェネリック医薬品利用差額通知の送付及び希望シール配布による医療費の適正

化 
 

(3) 保健事業の充実 

① 特定健康診査の集団健診を完全予約制で実施するとともに、医療機関健診・かか

りつけ医からの診療情報等提供事業を実施 
② ナッジ理論を活用した特定健康診査未受診者に対する受診勧奨及び追加健診の実

施 
③ 特定保健指導（栄養指導、運動指導）を実施し、高血圧症や糖尿病等の発症を予防 
④ 糖尿病性腎臓病重症化予防事業を実施し、糖尿病の重症化や腎不全、人工透析への

移行を防止 
⑤ 人間ドック・脳ドック検診費用の助成による疾病の早期発見及び重症化の防止 
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２．歳入の状況 
                                  （単位：千円、％） 
款 項 6 年度 構成比 5 年度 構成比 増減額 増減率 

国民健康保険税 国民健康保険税 1,153,227 20.1 1,223,386 21.4 △70,159 △5.7 

一部負担金 一部負担金 1 0.0 2 0.0 △1 △50.0 

使用料及び手数料 手数料 41 0.0 47 0.0 △6 △12.8 

国庫支出金 国庫補助金 175 0.0 － － 175 皆増 

県支出金 県補助金 3,973,745 69.1 3,886,011 68.0 87,734 2.3 

財産収入 財産運用収入 63 0.0 77 0.0 △14 △18.2 

繰入金  539,741 9.4 522,767 9.1 16,974 3.2 

 他会計繰入金 350,508 6.1 365,686 6.4 △15,178 △4.2 

 基金繰入金 189,233 3.3 157,081 2.7 32,152 20.5 

繰越金 繰越金 50,000 0.9 50,001 0.9 △1 △0.0 

諸収入  31,236 0.5 33,069 0.6 △1,833 △5.5 

延滞金、加算金

及び過料 
10,024 0.2 12,095 0.2 △2,071 △17.1 

 雑入 21,212 0.3 20,974 0.4 238 1.1 

歳入合計 5,748,229 100.0 5,715,360 100.0 32,869 0.6 

 
 

３．歳出の状況  

                                  （単位：千円、％） 

款 項 6 年度 構成比 5 年度 構成比 増減額 増減率 

総務費  111,131 1.9 119,438 2.1 △8,307 △7.0 

総務管理費 105,136 1.8 113,281 2.0 △7,965 △7.0 

 徴税費 4,914 0.1 4,920 0.1 △6 △0.1 

 運営協議会費 277 0.0 561 0.0 △284 △50.6 

 趣旨普及費 624 0.0 676 0.0 △52 △7.7 

保険給付費  3,915,812 68.1 3,829,071 67.0 86,741 2.3 

療養諸費 3,452,476 60.0 3,384,051 59.2 68,425 2.0 

 高額療養諸費 441,658 7.7 423,144 7.4 18,514 4.4 

 移送費 70 0.0 140 0.0 △70 △50.0 

 出産育児諸費 17,508 0.3 16,809 0.3 699 4.2 

 葬祭諸費 4,000 0.1 4,000 0.1 0 0.0 

 傷病手当諸費 100 0.0 927 0.0 △827 △89.2 

国民健康保険事業費納付金 1,606,841 28.0 1,655,285 29.0 △48,444 △2.9 

 医療給付費分 1,036,963 18.1 1,065,207 18.7 △28,244 △2.7 

後期高齢者支援

金等分 
447,445 7.8 463,762 8.1 △16,317 △3.5 

介護納付金分 122,433 2.1 126,316 2.2 △3,883 △3.1 

保健事業費  89,279 1.6 86,320 1.5 2,959 3.4 

保健事業費 21,302 0.4 19,463 0.3 1,839 9.4 

特定健康診査等

事業費 
67,977 1.2 66,857 1.2 1,120 1.7 

基金積立金 基金積立金 63 0.0 77 0.0 △14 △18.2 

諸支出金 償還金及び還付

加算金 
5,103 0.1 5,168 0.1 △65 △1.3 

予備費 予備費 20,000 0.3 20,000 0.3 0 0.0 

共同事業拠出金 共同事業拠出金 － － 1 0.0 △1 皆減 

歳出合計 5,748,229 100.0 5,715,360 100.0 32,869 0.6 
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〔健幸福祉部　保健予防課　所管〕

予算書Ｐ．

※予算書との金額の差は国保年金課にて計上

【背景（なぜ始めたのか）】

【目的及び期待する効果（誰（何）をどうしたいのか）】

【内容（何の業務活動をどのような手法で行うか）】

予算書Ｐ．

【背景（なぜ始めたのか）】

【目的及び期待する効果（誰（何）をどうしたいのか）】

（ 単 位 ： 千円 ）

新年度 前年度 差 主な名称

その他 401 401 0 職員給与費等繰入金

 「高齢者の医療の確保に関する法律」（平成20年4月施行）により、医療保険者は40歳から74歳の加入者（被保

険者・被扶養者）を対象とし、糖尿病等の生活習慣病に関する特定健康診査及びその結果により健康の保持に努

める必要がある方に対する特定保健指導の実施が義務付けられた。

一般財源 50,672 52,194 △ 1,522

等の発症を予防する。また、糖尿病が重症化するリスクの高い医療機関未受診者・医療機関受診中断者を医療に

結びつけるとともに、糖尿病性腎臓病で通院する患者のうち、リスクの高い方に対して保健指導を行うことによ

り、腎不全、人工透析への移行を防止する。

05010201 疾病予防費 283

（ 単 位 ： 千円 ）

新年度 前年度 差 主な名称

事業費 18,770

県支出金 16,904 14,262 2,642 特定健康診査等負担金

地方債 0 0 0

17,100 1,670

国庫支出金 0 0 0

　メタボリックシンドロームに着目した特定健康診査・特定保健指導を実施することにより、高血圧症や糖尿病

05020101 特定健康診査・特定保健指導 284

国庫支出金 0 0 0

事業費 67,977 66,857 1,120

地方債 0 0 0

県支出金 0 0 0

一般財源 18,770 17,100 1,670

その他 0 0 0

認識の向上を図る。

　人間ドック・脳ドック検診費用助成

　・対象：40歳から74歳までの方で、国保税完納又は完納見込みである国保加入者。

　・内容：助成券を交付することで、検診費用の一部を補助する。

　被保険者の健康の保持増進を図るため、昭和60年度から国民健康保険における保健事業として、人間ドック・

脳ドック検診等に要した費用の一部助成を開始した。

　人間ドック・脳ドック検診費用の助成により、疾病の早期発見や予防に重点をおいた健康状態の確認を促すこ

とで、被保険者の健康の保持増進と医療費の抑制を図る。

　また、被保険者に対し医療費通知を送付することで、自己の健康管理に対する意識や医療費の費用額に対する
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【内容（何の業務活動をどのような手法で行うか）】

　特定健康診査の結果に基づいて、情報提供・動機付け支援・積極的支援の階層化を行い、動機付け支援と積極

的支援については、栄養指導や運動指導を実施する。また，健診結果に加えてレセプトデータから対象者を抽出

し、糖尿病性腎臓病重症化予防プログラムに沿った保健指導を実施する。

<特定健康診査>

　集団健診（受診料無料）、医療機関健診及びかかりつけ医からの情報提供事業を実施し、受診率の向上に努め

る。

　集団健診については、感染症予防のため完全予約制により実施する。

<特定保健指導>
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